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１ 計画策定の主旨

○即時避難区域（ＰＡＺ）・避難準備区域（ＵＰＺ）を含む市町村は、
国から「避難計画」の策定を求められているが、原子力災害対策
については、国や県、関係市町村等が連携した対応が不可欠で
あり、整理しなければならない課題が山積している。

○現在、柏崎刈羽原子力発電所は運転を停止しているものの、
発電所の中には使用済核燃料等が保管されていることから、
万が一の事態に備え、屋内退避や避難等の実施に関し現時点
における基本的な対応をまとめた「上越市原子力災害に備えた
屋内退避・避難計画（初版）[案]」を策定するもの。

○今後、課題整理を進める中で、随時計画を修正していく。

２ 原子力災害の特殊性

☞ 原子力発電所などから放射性物質が大量に放出され、周辺の人や環境に
影響を及ぼすことです。

☞ 放射性物質や放射線は目に見えなく、においもないなど五感では感じられ
ず、影響が広範囲に及ぶため、正しい情報に基づいた冷静な行動が必要と
なります。

⑴ 原子力災害とは

◆「原子力災害への備え（平成26年3月 上越市作成）」から抜粋
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２ 原子力災害の特殊性

① 原子力災害が発生した場合には被ばくや汚染により復旧・復興作業が極めて困難となるこ
とから、原子力災害そのものの発生又は拡大の防止が極めて重要

② 放射線測定器を用いることにより放射性物質又は放射線の存在は検知できるが、その影響
をすぐに五感で感じることができないため、被害の程度を自分で判断できない。

③ 原子力に関する専門的知識を有する機関の役割、当該機関による指示、助言等が極めて
重要

④ 放射線被ばくの影響は被ばくから長時間経過した後に現れる可能性があるので、住民等に
対して、事故発生時から継続的に健康管理等を実施することが重要

⑤ 平時から放射線についての基本的な知識と理解が必要

⑵ 原子力災害の特殊性

◆「原子力災害対策指針」から抜粋

☞ 原子力災害では、放射性物質又は放射線の放出という特有の事象が生じ
ます。

☞ このため、原子力災害対策の実施に当たっては、次のような原子力災害の
特殊性を理解する必要があります。

３ 原子力発電所の安全性確保

⑴ 新規制基準について
☞ 国は、福島第一原子力発電所の事故を教訓として、まずは事故を起こさな
い、さらに、もし事故が起きても住民への影響を限りなく低減するために、
原子炉等の設計を審査するための新しい基準を策定しました。（平成25年
7月8日施行）

◆「九州電力川内原子力発電所設置変更に関する審査結果について（平成26年10月 原子力規制委員会）」から抜粋

○新規制基準の策定

福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、新規制基準を策定。

⑴地震や津波への対策の強化など、重大事故の発生を防止するための対策の強化

⑵これに加え、万一、重大事故が発生した場合にも、対処できる十分な対策の取り入れ

※重大事故：核燃料が溶けたり、放射性物質が大量に放出される危険性のある事故

※設備面のみならず、体制や手順・訓練等（ソフト対策）も確認

○新規制基準への適合について審査（適合性審査）

既に許可を受けている施設にも新しい規制基準へ適合することを求め（バックフィット制度）、
審査を行う。これにより、法律に基づいて、運転に当たり求めているレベルの安全性が確保
されるかどうかを確認。

新規制基準：これまでの基準を大幅に強化
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３ 原子力発電所の安全性確保
⑵ 深層防護の考え方
☞ 原子力発電所の安全性確保のための取組が進められてますが、それでも
なお、事故発生の可能性を100％排除することはできないとの前提に立ち、
事故が発生した場合の住民等の生命、健康等への被害を最小限度に抑える
ための体制を整備する必要があります。

上越市原子力災害に備えた屋内退避・避難計画（初版）の策定
（発電所の安全性確保が第一、屋内退避、避難は最後の手段）

◆「九州電力川内原子力発電所設置変更に関する審査結果について（平成26年10月 原子力規制委員会）」から抜粋

ＩＡＥＡにおける深層防護の考え方

ＩＡＥＡにおいては、原子力施設の安全性確保の基本的考え方として深層防護を取り入れている。

深層防護の各層

第1層

第2層

第5層

第4層

第3層

各層の考え方

そもそも異常を生じさせないための対策。

プラント運転中に起こりうる異常がおきても事故に発展させない対策。

設計上想定すべき事故が起きても炉心損傷等に至らせない対策。

設計上の想定を超える事故（シビアアクシデント）が起きても炉心損傷
や格納容器破損を防止する対策。

放射性物質の放出による外部への影響を緩和するための対策。
住民の避難など。

屋内退避・
避難計画

原子力規制
で対応

原子力防災
で対応

４ 屋内退避・避難計画の概要

◆災害想定

特定の不測事態（地震、津波など）を想定せず、何らかの原因で柏崎刈羽原子力発電所において
原子力災害が発生又は発生するおそれが生じ、当市において、屋内退避及び避難等が必要となった
場合を想定

◆計画の修正、更新

今後、国（内閣府）が市町村の避難計画策定を支援するために立ち上げた「地域原子力防災協議
会」において、要支援者対策や避難手段の確保などの具体策について踏み込んだ協議・調整等が
進められることとなっており、これらの検討結果を随時反映させるなど、実効性をより高めていく
ための取組を継続する

⑴ 計画の目的等

☞ 柏崎刈羽原子力発電所において原子力災害が発生又は発生するおそれ
が生じた場合に備え、住民等の屋内退避・避難等を円滑に実施するために
必要な事項を定めるものです。

☞ 本計画は、現時点における基本的な対応をまとめたものであり、今後、関係
法令、原子力災害対策指針の改正や、国・県・県内市町村等との協議・検討
結果により、随時更新していきます。

☞ 県が策定した「原子力災害に備えた新潟県広域避難の行動指針」や「原子
力災害時の新潟県広域避難マッチング」等と整合を図ります。
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４ 屋内退避・避難計画の概要

⑵ 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の範囲

5㎞

30㎞

約70㎞

放射性物質の放出前に避難等を
実施する区域

当市には該当区域なし

緊急時には屋内退避を実施し、放射
性物質の放出後、緊急時モニタリン
グの結果に基づき、区域を特定して
避難等を実施する区域

即時避難区域（ＰＡＺ） 発電所からおおむね5ｋｍ圏

避難準備区域（ＵＰＺ） 発電所からおおむね5～30ｋｍ圏

・柿崎区：全域
・吉川区：全域
・浦川原区：小麦平町内会
・大島区：板山町内会、田麦町内会

竹平町内会、藤尾町内会
・大潟区：雁子浜町内会、内雁子町内会

人口：15,546人
（平成27年4月1日現在）

４ 屋内退避・避難計画の概要

・緊急時には、原子力発電所の
状況等をもとに原子力規制委員
会が屋内退避の必要性を判断

・放射性物質の放出後は、避難
準備区域（ＵＰＺ）における対応
と同様、緊急時モニタリングの
結果に基づき、区域を特定して
避難等を実施

5㎞

30㎞

約70㎞

避難準備区域（ＵＰＺ）外 発電所からおおむね30ｋｍ超

⑶ 発電所からおおむね30㎞圏外について
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４ 屋内退避・避難計画の概要

◆屋内退避

自宅や公共施設などの屋内に退避し、呼吸等による放射性物質の体内への取り込みを抑制す
るとともに、屋外の放射性物質からの放射線を遮へいすることにより被ばくの低減を図る

◆避難・一時移転

住民等の皆さんが一定量以上の被ばくを受ける可能性がある場合に実施する防護措置であり、
放射性物質又は放射線の放出源から離れることにより、被ばくの低減を図る

◆安定ヨウ素剤の服用

放射性ヨウ素による甲状腺被ばくを低減する防護措置であり、避難や一時移転等と併用する

◆スクリーニング及び除染

放射性物質が皮膚や衣類等に付着することによる外部被ばくや、呼吸等による内部被ばくの
低減、汚染の拡大防止を目的に、身体の表面や物品等への放射性物質の付着の有無を確認
する（スクリーニング）とともに、基準値を超えた場合には放射性物質を取り除くための
処置（除染）を行う

◆飲食物の摂取制限

飲食物中に一定以上の放射性物質が確認された場合に、該当する飲食物の摂取を回避するこ
とで経口摂取による内部被ばくの低減を図る防護措置

⑷ 原子力災害に対応するための防護措置

☞ 原子力災害対策指針で示されている、原子力災害に対応するための主な
防護措置は次のとおりです。

４ 屋内退避・避難計画の概要

⑸ 緊急事態区分やＯＩＬに基づく屋内退避・避難等の実施

■全面緊急事態となった場合、放射性物質
の放出前から住民等の屋内退避を実施

■放射性物質の放出に至った場合（原子力
災害の発生）も、放射性プルームの影響を
抑えるため、屋内退避を継続

■緊急時モニタリングの結果を踏まえ、区域
を特定し、一時移転又は避難を実施
一時移転・・・避難が必要な場合と比較して空間放射線量率

等は低い地域（毎時20μ㏜以上）だが、日常生
活を継続した場合の無用の被ばくを低減するた
め、一定期間のうちに当該地域から離れること

避 難 ・・・空間放射線量率等が高い又は高くなるおそれ
のある地点から速やかに離れること

避難準備区域（ＵＰＺ）内の
防護措置の基本的な流れ

全面緊急事態 屋内退避

避難

緊急時
モニタリング

放射性物質の放出

毎時20μ㏜以上
と確認された
区域

毎時500μ㏜以上
と確認された
区域

一時移転

☞ 放射性物質放出前は、緊急事態区分に基づき、屋内退避を実施します。
☞ 放射性物質放出後は、緊急時モニタリングの結果とＯＩＬ（防護措置の実施
を判断する基準）を照らし合わせ、 区域を特定して避難等を実施します。

放
出
前

放
出
後
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４ 屋内退避・避難計画の概要

⑹ 原子力災害から身を守る行動のポイント

☞ 原子力災害から身を守るために覚えていただきたい行動のポイントは、「正
確な情報の入手」「まずは屋内退避」「屋内退避の継続」「特定の区域が避
難」の 4つです。

◆原子力災害から身を守るためのポイント （原子力災害への備え（平成26年3月 上越市作成））から抜粋

４ 屋内退避・避難計画の概要

⑺ 正確な情報の入手①

◆伝達のタイミング（例）

・原子力発電所で事故が発生したとき

・事故や災害の状況等に大きな変化があったとき

・屋内退避・避難等を指示する時

・放射性物質が放出されたとき

◆伝達する内容（例）

・事故等の状況

・屋内退避・避難等の必要性の有無

・市民の皆さんにとっていただく行動

・放射線量の測定結果

☞ 原子力発電所で事故が発生した場合、市は、事故の内容や皆さんにとって
いただく行動などを、様々な手段を活用してお知らせします。

☞ まずは、落ち着いてテレビやラジオをつけ、正確な情報を入手してください。
☞ うわさやデマなど不確実な情報に惑わされず、市が発表する情報に基づき
行動してください。
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４ 屋内退避・避難計画の概要

⑻ 正確な情報の入手②

☞ 住民等の皆さんへは、複数の手段により情報をお知らせします。
☞ 市は、皆さんからの問い合わせに対応するための窓口を開設します。

上越市

災害警戒本部

災害対策本部

上越市
ホーム
ページ

上越市
安全

メール
（要登
録）

エフエ
ム
上越
76.1
MHz

警察署
消防団

・
消防署

防災
行政
無線

エリア
メール
・
緊急
速報

メール

町内会

町内
会長

有線
放送

上越
ケーブ
ル

ビジョ
ン

住 民 等

４ 屋内退避・避難計画の概要

⑼ 屋内退避

☞ 避難準備区域（ＵＰＺ）内での防護措置は屋内退避が基本となります。

◆原子力災害から身を守るためのポイント （原子力災害への備え（平成26年3月 上越市作成））から抜粋
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４ 屋内退避・避難計画の概要

◆屋内退避とは

自宅や公共施設などの屋内に退避し、呼吸等による放射性物質の体内への取り込みを抑制
するとともに、屋外の放射性物質からの放射線を遮へいすることにより被ばくの低減を
図ること

◆屋内退避の重要性

・放射性プルームが通過するときの放射線による影響を低くできる

・屋内に入り、テレビやラジオなどから災害の状況などの情報を入手することで、次の
行動に備えられる

・交通渋滞の発生が抑えられ、本当に避難が必要な住民が迅速に移動できる

⑽ 屋内退避の準備

☞ 市は、事故の状況などを踏まえ、あらかじめ屋内退避準備情報を発表しま
す。

☞ 屋内退避準備情報が発表されたら、
・ 外出中の方や事業者の皆さんは、速やかに帰宅してください。
・ 乳幼児や高齢者、体の不自由な方などは、屋内に入ってください。

４ 屋内退避・避難計画の概要

◆自宅などで屋内退避ができない場合は…

市では、「自宅にすぐに戻れない」、「自宅で屋内退避を行うのが不安」などという方のた
めに、屋内退避指示区域内にある市指定避難所を屋内退避所として開設します。

◆高齢者や障害のある方などは…

高齢者や障害のある方を始め、乳幼児のいるご家庭、妊産婦の方は、市からの情報に基づき
早めに行動を開始してください。

⑾ 屋内退避の実施①

☞ 避難準備区域（ＵＰＺ）内では、全面緊急事態（放射性物質が放出される前）
となった段階で屋内退避を開始します。（避難準備区域（ＵＰＺ）外では、原子
力規制委員会が屋内退避の必要性を判断します。）

☞ 市から屋内退避の指示があった場合は、あわてずに自宅などの建物の中
に入り、新しい情報の入手に努めてください。

☞ 事態が悪化し、放射性物質の放出に至った場合も、放射性プルーム（発電
所から放出された放射性物質が“雲状”になったもの）が通過している間に屋
外で行動するとかえって被ばくのリスクが増加するおそれがあるため、屋内
退避を継続してください。
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４ 屋内退避・避難計画の概要

⑿ 屋内退避の実施②

□あわてず落ち着いて、まずは建物
の中に入る。
□外気を入れないため、ドアや窓を
閉める。
□換気扇のほか、外気を取り込む設
備などを止める。
□防災行政無線やテレビ、ラジオな
どから、新しい情報を入手する。
□市からの情報提供を待ちながら、
冷静に行動する。
□避難に備え、非常時持ち出し品を
準備する。
□食品はフタやラップをして冷蔵庫
や戸棚に保管する。
□やむを得ず外出する場合は、長そ
で、長ズボン、帽子、マスク、手
袋などを身につける。
□外から帰った時は、顔や手を洗い、
うがいをする。

☞ 屋内退避の際は、次の点に留意してください。

４ 屋内退避・避難計画の概要

⒀ 避難等の実施①

☞ 緊急時モニタリングの結果、放射線量が一定値を超えた場合は、避難等が
必要な区域を町内会単位で特定し、一時移転又は避難を実施します。

◆原子力災害から身を守るためのポイント （原子力災害への備え（平成26年3月 上越市作成））から抜粋
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４ 屋内退避・避難計画の概要

☞ 避難手段は、自家用車での乗り合いを基本とし、自家用車での避難等が困
難な住民等は市が用意するバスで避難します。

☞ 避難等の途中でスクリーニングを実施し、一定量以上の放射性物質の付着
が認められる場合は除染を実施します。

☞ 最初の目的地である避難経由所において、各避難所への誘導を行います。

⒁ 避難等の実施②
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４ 屋内退避・避難計画の概要

◆避難等を実施する際は…

・市から避難指示が出てから行動してください。

・電気のブレーカーを落とし、ガスの元栓を閉めるなど火の始末を忘れずに行ってくだ
さい。

・近所で声を掛け合ってください。

・自家用車で避難する際は、渋滞を避けるため、できるだけ乗り合いを心がけてください。

・肌を露出しないよう長そで、長ズボン、帽子、マスク、手袋などを身に着けてください。

・貴重品や最小限の着替え、持病の薬など非常時持ち出し品を携行してください。

⒂ 避難等の実施③

☞ 避難指示が出されたら、避難経路やスクリーニングポイントなどに関する市
からの情報をよく確認し、冷静に行動してください。
・自家用車で避難する方は、市が指定するスクリーニングポイントでスクリー
ニングを受けた後、避難経由所に向かってください。

避難経由所…原子力災害時の避難等の際、避難者が最初に目指す目的地であり、情報提供や、避難者
の避難所への振り分けを実施する場所

・バスで避難する方は、市が指定するバス避難の際の一時集合場所に参集
してください。
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４ 屋内退避・避難計画の概要

⒃ 避難等の実施④

◆当市住民の避難先を「市内避難準備区域（ＵＰＺ）外」とした考え方

☞ 避難準備区域（ＵＰＺ）内の全住民（約15,600人）等が避難等を行うことを想定
（避難準備区域（ＵＰＺ）外においても避難等が必要となった場合は、本計画を基に適切に対応）

☞ 基本となる避難先は、避難準備区域（ＵＰＺ）外の市指定避難所

・避難の実施に当たっては、県が避難調整を行った上で、市に対し受入市町村及び避難施設名を
示すこととされているが、迅速に避難等を実施するには、避難者の受入に足る十分な避難所を
あらかじめ確保しておくことが有効（避難所の指定が何もない状態から対応せずに済む）
・新潟県がまとめた「原子力災害時の新潟県広域避難マッチング」で、当市住民の避難先は市内
避難準備区域（ＵＰＺ）外を基本とすることが示された
・災害発生時には、避難所の状況（空間放射線量、地震等による被災状況等）や県の避難調整を
踏まえ、避難経由所で実際の避難所を指示

【広域避難先マッチングの主な前提条件等（新潟県広域避難検討ＷＴの検討資料）から抜粋】
●災害と被害想定
・単独の原子力災害もしくは自然災害と原子力災害の複合災害とする。
・ＰＡＺ及びＵＰＺでは防護措置がとられる。
・ＵＰＺ外では、自然災害による影響がなく、原子力災害に対する防護措置も必要とされない。
●避難者の想定
・避難者の最大数（ＰＡＺ人口とＵＰＺ人口）は、約46万人。
●避難所
・原則、県または市町村が地域防災計画等で指定する避難所。

※学校は体育館が原則。使用をやめた校舎は教室も使用。保育園は原則として使用しない。
・ＵＰＺ外を含むＵＰＺ市は、同一市内のＵＰＺ外に避難所を確保する。

４ 屋内退避・避難計画の概要

⒄ 避難等の実施⑤
【避難所選定の考え方】
☞ 柏崎市住民（ＵＰＺ人口の一部約65,700人）と当市住民（約15,600人）を、
当市、糸魚川市、妙高市の3市で受入

☞ 先に避難する住民を、“発電所から遠い→近い”避難所へ順に割振り

・県内のＰＡＺ人口及びＵＰＺ人口を合わせた約46万人が県内に避難
・先行避難による混雑・渋滞が、後続避難に影響を与えないようにする
①柏崎市ＰＡＺ住民→糸魚川市・妙高市へ避難
②柏崎市ＵＰＺ住民→糸魚川市・妙高市・当市へ避難
③当市ＵＰＺ住民 →当市へ避難
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４ 屋内退避・避難計画の概要

⒅ 避難等の実施⑥

地図色 避難住民

水色 当市UPZ住民

緑色 当市UPZ住民避難先

黄色 柏崎市住民

ピンク色 柏崎市住民避難先

４ 屋内退避・避難計画の概要

◆ 資料 上越市地区別避難先等一覧（抜粋）

⒆ 避難等の実施⑦

☞ 町内会単位で、“バス避難の際の基本的な一時集合場所”、“避難経由所ま
での主な避難経路”、“避難経由所”、 “避難所”を指定しました。

避難行動
要支援者

乳幼児
(3歳未満)

第一区 132 358 95 90 5 自家用車 直江津東中学校

第二区 68 178 47 44 3 自家用車 国府小学校

第三区 70 191 47 46 1 自家用車 春日新田小学校

第四区 55 149 42 37 5 自家用車 リージョンプラザ上越

第五区 73 180 52 51 1 自家用車 国府小学校

第六区 413 1,029 288 266 22 自家用車
柿崎保健
センター

カルチャーセンター

第七区 258 766 155 137 18 自家用車
柿崎中学校
久比岐高等
学校

上越市教育プラザ

第八区 134 337 92 90 2 自家用車
久比岐
高等学校

春日新田小学校

あけぼの 141 412 53 39 14 自家用車
柿崎保健
センター

上越市教育プラザ

出羽 151 419 64 49 15 自家用車 柿崎体育館 リージョンプラザ上越

山谷 25 100 15 11 4 自家用車
柿崎保健
センター

直江津中学校

竹鼻 22 75 13 12 1 自家用車 柿崎中学校 春日新田小学校

久比岐
高等学校

避難所避難経由所
避難経由所までの
主な避難経路

町内会 世帯数 人口
避難行動
要支援者
等

（内訳）

柿崎保健
センター

避難先までの
基本的な避難

手段

バス避難の際の
基本的な一時
集合場所

柿
崎
区

①国道8号～県道77号
上越頸城大潟線
②県道30号新井柿崎線
～県道258号長坂潟町
停車場線～
県道77号上越頸城大潟
線
③北陸自動車道（大潟ス
マートＩＣ下車）～県道77
号上越頸城大潟線

くびき希望館
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４ 屋内退避・避難計画の概要

◆ 防災（屋内退避）訓練について

平成25年度に自主防災組織、町内会に配布した「上越市自主防災組織訓練マニュアル」に、屋内退避の
訓練方法等を記載しています。避難準備区域（ＵＰＺ）では屋内退避の実施が基本となりますので、屋
内退避の際には何をしたらよいのか、注意すべき点は何かなどについて、実際に体験し、確認しておき
ましょう。

◆ 実情把握について

本計画の実効性を高めるため、避難対象の皆さんの実情を把握（避難手段など）する必要があると考え
ておりますので、調査等を行う際は、ご協力をお願いいたします。

(20) 町内会、自主防災組織の対応

☞ 原子力災害に限らず、災害の発生に備え、地域にどのような人がどのような
時間帯にいるのか、また、災害発生時に防災活動や避難支援活動がどの程
度必要となるのかについて、日ごろから確認しておくことが大切です。

☞ 避難行動要支援者の個別の支援計画（個別避難計画）をあらかじめ作成し
ておくとともに、防災訓練で実際の動きを確認しておきましょう。

☞ 万が一の際は…
・要配慮者、特に避難行動要支援者への支援を行いましょう。
・隣、近所で声をかけ合いましょう。
・避難所での避難者の把握や、避難所の運営に協力しましょう。

４ 屋内退避・避難計画の概要

◆避難準備区域（ＵＰＺ）内の避難行動要支援者

3,015人（平成27年4月1日現在）

◆避難準備区域（ＵＰＺ）内の要配慮者施設数

柿崎区…18施設

吉川区…9施設

大潟区…1施設

◆新潟県行動指針では、施設入所者等への対応について、県が、市町村とともに福祉団体等と協
力して避難先の調整を行うこと、また、避難手段の確保に当たっては国や自衛隊等の協力を得る
との考え方が示されているが、具体的な内容は、現在県が検討中

(21) 要配慮者の避難支援（避難行動要支援者）

☞ 市は、避難行動要支援者の避難等の実施に当たっては、避難行動自体がリ
スクとなる場合があることを十分に考慮します。

☞ 在宅の要配慮者については、「上越市避難行動要支援者避難支援プラン」
及び避難行動要支援者ごとの個別の支援計画（個別避難計画）に基づき対応
します。

☞ 社会福祉施設入所者、入院患者等については、施設管理者が、あらかじめ
定めた避難計画等に基づき、避難等を実施します。
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４ 屋内退避・避難計画の概要

◆生徒等への対応

・学校等は、屋内退避準備情報が発表された段階で、保護者に迎えを要請し、あるいは下
校させるなど、保護者への引き渡しが可能な方法で生徒等を帰宅させる

・屋内退避が指示された段階で保護者に引き渡せない生徒等は教職員とともに屋内退避を
実施

・避難等の指示が出された段階で保護者に引き渡せない生徒等は、教職員引率のもと避難
等を実施し、避難後、確実に保護者に引き渡す

◆観光客等一時滞在者への対応

・屋内退避準備情報を発表した段階で、観光客等一時滞在者に市外への退去を要請

・屋内退避を指示した時点で市内に残っている場合は、宿泊先や屋内退避所で屋内退避を
実施

・避難等を指示した段階で、市外退去もしくは住民とともに避難等を実施

(22) 要配慮者の避難支援（生徒等、観光客等）

☞ 保育園、幼稚園、学校は、市等からの指示・情報に基づき、園児、児童、生
徒及び教職員等の安全確保を図るとともに、あらかじめ定めたルールに基づ
き、生徒等を保護者へ引き渡します。

☞ 市は、観光客等一時滞在者に対して、防災行政無線や市ホームページの
ほか、報道機関などを通じて、適切に情報提供を行います。

４ 屋内退避・避難計画の概要

◆配布・服用方法

安定ヨウ素剤の配備、配布体制等具体的な内容については、現在も県が検討を進めているところであ
り、現状では、国が示している「安定ヨウ素剤の配布・服用に当たって」に基づき、あるいは災害発
生時の国や県からの指示等に従い実施

≪「安定ヨウ素剤の配布・服用に当たって」の概要≫

【配布・服用の時期】

原子力規制員会が原子力施設の状況や緊急時モニタリング結果等を勘案し、避難や一時移転等と併せた防護
措置として、安定ヨウ素剤の配布・服用の必要性を判断

【配布方法】

避難や一時移転等に併せて安定ヨウ素剤を配布・服用する場合があるため、避難経路上など住民が避難の際
に容易に立ち寄れる所を配布場所に指定

緊急配布の場合でも、医師が関与して配布・服用を行うことが望ましいが、医師が関与できない場合には、
薬剤師や地方公共団体職員が適切な方法で配布することが妥当

【服用方法】

服用対象者は、服用を指示した地域に所在する者全員

服用回数は原則1回、再度の服用がやむを得ない場合は24時間の間隔を空ける

◆配備場所、数量（現状）

・市整備分…40歳未満市民の1回分（125,000丸＋粉剤等）を市内10か所に分散配備

・県整備分…必要量（3,912,000丸）を保健所及び県庁に配備（上越保健所には419,000丸）

(23) 安定ヨウ素剤の配布・服用

☞ 安定ヨウ素剤の服用は、原子力発電所の状況や空間放射線量率等に応じ
て、避難や一時移転等の防護措置と組み合わせて実施します。
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４ 屋内退避・避難計画の概要

◆避難所の運営

・避難所の運営は、上越市地域防災計画や上越市避難所開設・運営マニュアルにより対応

・他自治体へ避難した際の避難所の運営は、第一義的に避難所を管理する自治体が行い、3日を目途に市
が引き継ぐ。

◆避難の長期化に備えた対応

・避難の期間が1週間を超えるなど長期化が見込まれる場合は、市は、県への依頼を含め避難所の再調整
を実施

・県は、避難の長期化に備え、ホテルや旅館等へ移動できるようあらかじめ体制を整備

・県、国及び市は、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、賃貸住宅等の活用及びあっせんにより、
避難所の早期解消に努める

◆生活必需品等物資の確保

・生活必需品等の物資は、県及び市の備蓄物資を活用するほか、必要に応じ国や関係事業者等に要請し、
迅速に確保

◆他自治体からの避難者受入

・市は、県からの要請に基づき、他自治体（柏崎市など）からの避難者受入に協力

・当該避難所の運営は、開設当初は市が行い、3日を目途に避難自治体に引き継ぐ

(24) 避難者の支援

☞ 避難開始当初は、市は避難等の実施に全力をあげる必要があることから、
避難経由所や避難所の運営、生活必需品等物資の確保などは、県や関係
市町村と連携・協力して実施します。

５ 今後の取組事項

検討課題

①要配慮者の避難体制の整備

②スクリーニング体制の整備

③安定ヨウ素剤の配布・服用体制の整備

④緊急時モニタリング体制の整備

⑤「広域避難マッチングの主な前提条件」以外の想定と対応

⑥避難所の運営

など

検討

国（内閣府） ：地域原子力防災協議会
新潟県 ：広域避難対策等検討ワーキングチーム
市町村 ：市町村による原子力安全対策に関する研究会

反
映

屋
内
退
避
・
避
難
計
画

☞ 原子力防災対策については、整理すべき課題がまだまだ残されています。
☞ 本計画も、「作って終わり」というものではなく、引き続き、国や県、関係市町
村などと連携して検討を進め、整理できた内容を適時・適切に計画に反映し
てまいります。
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